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平成 22 年９月 30 日 

各      位 

会 社 名 日本プロセス株式会社 

代 表 者 名 代表取締役社長 大部 仁 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード 9651） 

問 合 せ 先 

役職・氏名 取 締 役  管 理 統 括 兼 財 務 統 括 

久保 裕 

 電 話  0 3 - 5 4 0 8 - 3 3 5 1 

子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 当社は、平成22年９月30日開催の取締役会において、当社100％出資の連結子会社であるアイ・エス・アイ株

式会社を吸収合併することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。なお、本合併は、100％

出資子会社の吸収合併であるため、開示事項及び内容を一部省略して開示しております。 

記 

１．合併の目的 

アイ・エス・アイ株式会社は当社の連結子会社であり、交通・エネルギー分野のシステムを受託開発し

ておりましたが、グループ戦略として当社で行っております同一業務に順次集約し、平成 18年より業務を

停止しておりました。同社での事業再開の見込がないこと、また、当社に一体化することにより、連結決

算などの管理業務を効率化すると同時に資産の効率的な活用が図れると判断し、今回の合併に至りました。 

２．合併の要旨 

 （１）合併の日程 

合併決議取締役会  平成 22 年９月 30 日（木） 

合併契約締結   平成 22 年９月 30 日（木） 

合併の予定日（効力発生日） 平成 22 年 12 月 1 日（水）（予定） 

※本合併は、当社においては会社法第 796 条第３項に規定する簡易合併であり、アイ・エス・アイ

株式会社においては会社法第 784 条第１項に規定する略式合併であるため、いずれも合併承認株

主総会を開催いたしません。 

 （２）合併の方式 

日本プロセス株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、アイ・エス・アイ株式会社は解散いたし

ます。 

 （３）合併に係る割当の内容 

当社はアイ・エス・アイ株式会社の全株式を保有しておりますので、本合併による新株式の発行及

び資本金の増加はありません。 

 （４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 
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３．合併当事会社の概要（平成 22 年５月 31 日現在）  

（１） 商 号 
日本プロセス株式会社 

（存続会社） 

アイ・エス・アイ株式会社 

（消滅会社） 

 

 

（２） 

 

 

事 業 内 容 

制御系システム開発 

組込系システム開発 

基盤系システム開発 

業務系システム開発 

運用・保守サービス 

交通・エネルギーシステムの 

開発 

（３） 設 立 年 月 日 昭和 42 年６月 20 日 昭和 49 年５月７日 

（４） 本 店 所 在 地 
東京都港区浜松町二丁目４番 1

号 

東京都港区浜松町二丁目４番 1

号 

（５） 代表者の役職・氏名 
代表取締役社長 

大部 仁 

代表取締役社長 

川畠 匡博 

（６） 資 本 金 の 額 1,487,409 千円 10,000 千円 

（７） 発 行 済 株 式 数 5,745,184 株 10,000 株 

（８） 純 資 産 8,073 百万円（連結） 49 百万円（単体） 

（９） 総 資 産 8,729 百万円（連結） 49 百万円（単体） 

（10） 売 上 高 4,641 百万円（連結） －（単体） 

（11） 事 業 年 度 の 末 日 ５月 31 日 ５月 31 日 

（12） 従 業 員 数 542 名（連結） 0 名（単体） 

 

（13） 

 

大株主及び持株比率 

（注 1） 

ＳＢＩＶａｌｕｅＵｐＦｕｎｄ

１号投資事業有限責任組合 

16.25％

大部 満里子       10.87％

大部 仁         9.57％

日本プロセス(株)  100.00％ 

（注１）平成 22 年５月 31 日現在の数値を記載しております。 

 

４．合併後の状況 

合併後の当社の商号、事業内容、本店所在地、代表者、資本金および事業年度の末日についての変更はあ

りません。 

 

５．今後の見通し 

アイ・エス・アイ株式会社は、当社の 100％出資の連結子会社であり、本合併による連結業績への影響は

ありません。 

 

 

（参考）当期業績予想（平成 22 年７月７日公表分）及び前期実績   

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

当期業績予想 

（平成 23 年５月期）
4,960 百万円 240 百万円 340 百万円 204 百万円

前期実績 

（平成 22 年５月期）
4,641 百万円 228 百万円 269 百万円 170 百万円

 

以  上 

 


